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【はじめに】 

15歳から64歳までの「生産年齢人口」の割合

は、1990年頃から減り続けており、日本の労働

人口は、今後50年でほぼ半減することが推定さ

れている。急速に少子高齢化が進む日本におい

て、労働者ががんや脳卒中などの疾患に罹患す

る事例は今後益々増えていくことが予想され、

治療と就労の両立支援は産業保健の重要課題

として認識されつつある。 

 欧米（特に米国とオランダ）では、がんサバ

イバー研究等が盛んに実施されているが、日本

においては、労働者の病休と復職、復職後の経

過などに関するコホート研究は極めて乏しい

状況であった。本研究は、日本で初めての、「メ

ンタルヘルス不調と就労」「がんと就労」「脳

卒中と就労」「心筋梗塞と就労」等に関する大

規模病休・復職コホート研究である。治療と就

労の両立支援における疫学的知見と就労上の

配慮について、このシンポジウム内でその一部

を紹介する。 

【主な内容】 

『がん治療と就労の両立支援』 

・がん全体の病休日数の中央値は203日、病休開

始日から一年後のフルタイム復職率は62.3％ 

・病休制度と短時間勤務制度の重要性

・復職後の5年勤務継続率は51.1％

・復職後2年間が、がん治療と就労の両立上、最

も重要な時期 

・がん治療等による体力低下（Cancer-related 

Fatigue）が最大の就労阻害因子 

・両立支援のキーワードは、「事例性/疾病性に

分けた実務対応」「利害関係の調整」 

・中小企業実態調査等と国際共同がんサバイバ

ーシップ研究の進捗 

・厚労科研遠藤班「がん患者の就労継続及び職

場復帰に資する研究」の進捗等 
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